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港湾関連行政手続システム構築の国際標準策
定 -国際海事機関における「Maritime Single Window構築ガイ

ドライン」全面改定-（研究期間：平成29年度～）

管理調整部 国際業務研究室 主任研究官 飯田 純也
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１．はじめに

国連専門機関である国際海事機関（International

Maritime Organization: IMO）／簡素化委員会（FAL）

の第41回会合（FAL41、2017年4月）において、船舶

入出港に関する港湾関連行政手続をワンストップで

電子的に処理するMaritime Single Window (MSW)を

構築する際の指針となっていた「MSW 構築ガイドラ

イン(2011年)」（以下「ガイドライン」）の全面改

定が採択された。この作業のために、FALの会期間に

おいてインターネットを用いた書類ベースの審議を

行う会期間通信グループ（CG）が立ち上げられ、そ

の座長に筆者が選出された。2017年6月より改定作業

を開始し、2018年のFAL42における中間報告を経て、

2019年中の改定に向けて取り組みを続けている。

２．改定作業の進捗状況

2011年に策定された現在のガイドラインは、章・

節の不適切な配置、類似内容の再掲、冗長な説明に

よる分量過多といった課題があり、全体構成の見直

しが必要である。また情報技術に関する一部技術の

過度に詳細な説明・陳腐化技術の掲載や、具体的な

対象読者の未設定など、個別の記載内容も修正が必

要である。さらに、付録に掲載されているMSW各国事

例は、記載項目に差異がありすぎ、事例によっては

概要すら理解できないものもある。

このような課題に対応するため、筆者は、全体構

成の見直し、分量の削減、（情報技術の変化を見据

えて）詳細な情報技術内容の削除、MSW各国事例記述

向けテンプレート作成を改定方針とした。また、運

用・保守なども新たに追記する方針とした。

上記方針に基づき、筆者が改定素案を策定し、CG

に参加表明を行った締約国政府等（以下「各国等」）

と議論したところ、 各国等からは、MSWと通関シス

テムとの概念の分離や情報技術の掲載内容などの意

見をはじめ、FAL42までにのべ約970の意見が寄せら

れた。FAL42の議論において、ガイドラインの骨格に

ついては概ね承認されたものの、MSW構築に向けた全

体的なアプローチ概念の追記などが引続き検討事項

として指示された。FAL42以降、再度設置されたCG

で指示内容等について議論を行っており、議論が収

束しなかった項目は、FAL43で議論される予定である。

３．研究成果のガイドライン策定への反映

筆者が実施している「研究」をベースに、ガイド

ラインの策定という「社会実装」を行っている。具

体的には、我が国のMSWのミャンマーへの海外展開の

レビュー1)を踏まえて、運用保守の章を新たに設け

たり、諸外国のMSWと通関システムとのシステム間連

携事例2)に基づき、両システム間の概念分離とシス

テム構成図をガイドラインに反映したりしている。

４．おわりに

本ガイドラインは、

MSW構築にあたっての

事実上の国際標準とな

るため、我が国のMSW

海外展開施策において

も重要な指針となる。

このように、引き続き2019年中の完成を目指して改

定に取り組む予定である。

☞詳細情報はこちら

1) 飯田他：港湾行政手続システムの国際展開に関する一

考察、土木学会論文集F3、Vol.72、No.2、 2016。

2) 飯田他：英国における港湾関連行政手続システムの試

行的構築・運用の分析と考察、運輸政策研究（投稿中）。
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新たな技術の活用による都市交通調
査・分析・計画手法の効率化・高度化
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１．研究の背景と目的 

近年、都市交通分野においても様々なビックデー

タ活用に関する研究・実用化が急速に進んでいる。

しかし、各事業者が提供しているビックデータは、

その利用者属性等により偏りがあると考えられるこ

とから、パーソントリップ調査（以下、PT調査とい

う）との比較を通じて各交通関連ビックデータの特

徴を把握する。 

２．比較対象データ 

 交通関連ビックデータのうちA社が提供している

「携帯電話基地局運用データ」とB社、C社が提供し

ている「GPSデータ」を対象として、平成24年に実施

された熊本都市圏PT調査と比較する。 

３．比較検証結果と今後の展開 

小ゾーン間OD量について、内々トリップと内外ト

リップを比較した結果を図1～3に示す。ただし、C社

データはデータの特性上、トリップ数の構成比を用

いて比較した。その結果、45度線からの乖離状況な

ど各社のデータごとに特徴が違うことがわかる。 

交通関連ビックデータの活用に当たっては、その

特性を把握して利用することが重要であり、それを

踏まえた活用方法を検討していく。 

☞詳細情報はこちら

1) 「パーソントリップ調査データと交通関連ビッグデー

タの比較検証」,アーバンインフラ・テクノロジー推進会

議 第30回技術研究発表会,2018.11
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図-3 C社データとの小ゾーン間OD量（割合）の比較 

図-2 B社データとの小ゾーン間OD量の比較 

図-1 A社データとの小ゾーン間OD量の比較 
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研究動向・成果

新たな技術の活用による都市交通調査 ・ 
分析 ・ 計画手法の効率化 ・ 高度化に 
関する研究
（研究期間 ： 平成27年度～平成30年度）
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